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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ｎ（ｎは２以上の整数）個の吸着塔を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、
放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工
程と、
　前記１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線
量率を測定し、それぞれの前記放射線量率の経時変化が一定となった時に、前記１番目の
吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし
、かつ前記新しい吸着塔をｎ番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を
１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程とを備え、
　前記吸着塔の表面の放射線量率の測定においては、
　前記吸着塔の表面の一部分におけるγ線量を、γ線検出部を備えた放射線測定器によっ
て、前記吸着塔の表面の一部分以外から放射されるγ線が前記γ線検出部の検出位置に届
くことを抑えるように前記γ線検出部をγ線減衰用材料で覆った状態で、γ線を測定する
、放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法。
【請求項２】
　ｎ（ｎは３以上の整数）個の吸着塔を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、
放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工
程と、
　前記１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線
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量率を測定し、それぞれの前記放射線量率の経時変化が一定となった時に、前記１番目の
吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目
とし、かつ前記新しい吸着塔を（ｎ－１）番目となるように直列に配置して、放射性セシ
ウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程とを備え、
　前記吸着塔の表面の放射線量率の測定においては、
　前記吸着塔の表面の一部分におけるγ線量を、γ線検出部を備えた放射線測定器によっ
て、前記吸着塔の表面の一部分以外から放射されるγ線が前記γ線検出部の検出位置に届
くことを抑えるように前記γ線検出部をγ線減衰用材料で覆った状態で、γ線を測定する
、放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法。
【請求項３】
　２つの吸着塔を上流側から順に直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシ
ウム含有水を吸着塔に順に通水する工程と、
　上流側から１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の
放射線量率を測定し、それぞれの前記放射線量率の経時変化が一定となった時に、前記１
番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、前記新しい吸着塔を上流側から１番目となるよ
うに直列に配置して、放射性セシウム含有水を吸着塔に順に通水する工程とを備え、
　前記吸着塔の表面の放射線量率の測定においては、
　前記吸着塔の表面の一部分におけるγ線量を、γ線検出部を備えた放射線測定器によっ
て、前記吸着塔の表面の一部分以外から放射されるγ線が前記γ線検出部の検出位置に届
くことを抑えるように前記γ線検出部をγ線減衰用材料で覆った状態で、γ線を測定する
、放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を処理する方法として、例えば特開２
００４－４５３７１号公報（特許文献１）が挙げられる。この特許文献１には、原子力発
電プラント内で発生する放射性核種を含有する液体中の放射性核種を吸着し得る１種以上
の吸着材に通水処理する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－４５３７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１に開示された方法では、１つの吸着塔の内部に収容された吸着材に放射
性セシウム含有水中の放射性セシウムを吸着することで、放射性セシウム含有水を処理す
る方法が開示されている。吸着塔から排出される処理水中の放射性セシウムの濃度が規制
値を超える場合には、吸着塔を交換する必要がある。しかしながら、本発明者が鋭意研究
した結果、放射性セシウム含有水中の放射性セシウムを特許文献１に開示の吸着塔に吸着
させる場合に、交換された（使用済みの）吸着塔に収容された吸着材が有効に使用されて
いないという新規な課題を見出した。
【０００５】
　本発明は、上記問題点に鑑み、吸着材を有効に使用できる、放射性セシウム含有水の吸
着塔の交換方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　本発明者が鋭意研究した結果、吸着材を有効に使用できないという上記課題は、吸着材
の放射性セシウムに対する吸着速度が遅いため、吸着塔に収容された吸着材において、放
射性セシウムの吸着濃度に勾配が発生することに起因することを見出した。そこで、本発
明者は、吸着材において吸着濃度の勾配が形成されることを踏まえて、交換する吸着塔に
収容された吸着材に有効に放射性セシウムを吸着させるために鋭意研究した結果、本発明
を完成させた。
【０００７】
　本発明の第一の局面における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは２以上の整数）個の吸着塔
を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシ
ウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、該１番目の吸着塔における放射
性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの該放射線
量率の経時変化が一定となった時に、該１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（
２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ該新しい吸着塔をｎ番目となるよ
うに直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と
を備える。
【０００８】
　本発明の第一の局面における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を２つ以上直列に配置
すると、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下
流側（１番目からｎ番目）に向けて低くなる。１番目の吸着塔における放射性セシウム含
有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時には、最上流（
１番目）の吸着塔に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸
着材は最も有効利用されている。この最上流（１番目）の吸着塔を、新しい吸着塔に交換
し、かつ新しい吸着塔を最下流に配置して、放射性セシウム含有水を通水することにより
、再び１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線
量率の経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔に収容され
た吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高くなる。このように、１番目の吸着
塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一
定となった時に、放射性セシウムを最も吸着している最上流に位置する１番目の吸着塔を
交換することができるので、吸着材を有効に使用することができる。
【０００９】
　本発明の第二の局面における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは３以上の整数）個の吸着塔
を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシ
ウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、該１番目の吸着塔における放射
性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの該放射線
量率の経時変化が一定となった時に、該１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（
２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ該新しい吸着塔を（ｎ－１）
番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通
水する工程とを備える。
【００１０】
　本発明の第二の局面における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を３つ以上直列に配置
すると、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下
流側（１番目からｎ番目）に向けて低くなる。１番目の吸着塔における放射性セシウム含
有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時には、最上流（
１番目）の吸着塔に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸
着材は最も有効利用されている。この最上流の吸着塔を、新しい吸着塔に交換し、かつ新
しい吸着塔を最下流から２番目（ｎ－１番目）に配置して、放射性セシウム含有水を通水
することにより、再び１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側
の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）に配置された吸
着塔に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高くなる。このように
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、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率
の経時変化が一定となった時に、放射性セシウムを最も吸着している吸着塔を交換するこ
とができるので、吸着材を有効に使用することができる。
【００１１】
　なお、この場合、最下流（ｎ番目）の吸着塔は、バックアップ用の吸着塔として利用す
ることができる。このため、バックアップ用の吸着塔を、他の吸着塔よりも小型にするこ
ともできる。
【００１２】
　本発明の第三の局面における吸着塔の交換方法は、２つの吸着塔を上流側から順に直列
に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を吸着塔に順に通水する工
程と、上流側から１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表
面の放射線量率を測定し、それぞれの該放射線量率の経時変化が一定となった時に、該１
番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、該新しい吸着塔を上流側から１番目となるよう
に直列に配置して、放射性セシウム含有水を吸着塔に順に通水する工程とを備える。
【００１３】
　本発明の第三の局面における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を２つ直列に配置する
と、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下流側
（１番目から２番目）に向けて低くなる。最上流である１番目の吸着塔における放射性セ
シウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時には、
この吸着塔に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材は
最も有効利用されている。この最上流の吸着塔を、新しい吸着塔に交換して、放射性セシ
ウム含有水を通水することにより、再び１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の
入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時には、最上流（１番目
）に配置された吸着塔に収容された吸着材に放射性セシウムが十分に吸着されたことがわ
かる。このように、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の
表面の放射線量率の経時変化が一定となった時に、放射性セシウムを最も吸着している吸
着塔を交換することができるので、吸着材を有効に使用することができる。
【００１４】
　なお、この場合、２番目の吸着塔は、バックアップ用の吸着塔として利用することがで
きる。このため、バックアップ用の吸着塔を、１番目の吸着塔よりも小型にすることもで
きる。
【００１５】
　本発明の第四の局面における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは２以上の整数）個の吸着塔
を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシ
ウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、該１番目の吸着塔における放射
性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側と
の表面の放射線量率を測定し、それぞれの該放射線量率の経時変化が一定となった時に、
該１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔を（ｋ－１
）番目とし、かつ該新しい吸着塔をｎ番目となるように直列に配置して、放射性セシウム
含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程とを備える。
【００１６】
　本発明の第四の局面における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を２つ以上直列に配置
すると、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下
流側（１番目からｎ番目）に向けて低くなる。１番目の吸着塔における放射性セシウム含
有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側と
の表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）の吸着塔に収
容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材は最も有効利用さ
れている。この最上流（１番目）の吸着塔を、新しい吸着塔に交換し、かつ新しい吸着塔
を最下流に配置して、放射性セシウム含有水を通水することにより、再び、１番目の吸着
塔における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射
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性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、最
上流（１番目）に配置された吸着塔に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃
度が最も高くなる。このように、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の出口側
の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射
線量率との経時変化が一定となった時に、放射性セシウムを最も吸着している最上流に位
置する１番目の吸着塔を交換することができるので、吸着材を有効に使用することができ
る。
【００１７】
　本発明の第五の局面における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは３以上の整数）個の吸着塔
を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシ
ウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、該１番目の吸着塔における放射
性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側の
表面の放射線量率を測定し、それぞれの該放射線量率の経時変化が一定となった時に、該
１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－
１）番目とし、かつ該新しい吸着塔を（ｎ－１）番目になるように直列に配置して、放射
性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程とを備える。
【００１８】
　本発明の第五の局面における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を３つ以上直列に配置
すると、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下
流側（１番目からｎ番目）に向けて低くなる。１番目の吸着塔における放射性セシウム含
有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側と
の表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）の吸着塔に収
容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材は最も有効利用さ
れている。この最上流の吸着塔を、新しい吸着塔に交換し、かつ新しい吸着塔を最下流か
ら２番目（ｎ－１番目）に配置して、放射性セシウム含有水を通水することにより、再び
、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着
塔における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定とな
った時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔に収容された吸着材に吸着された放射
性セシウムの濃度が最も高くなる。このように、１番目の吸着塔における放射性セシウム
含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側
との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時に、放射性セシウムを最も吸着して
いる吸着塔を交換することができるので、吸着材を有効に使用することができる。
【００１９】
　なお、この場合、最下流（ｎ番目）の吸着塔は、バックアップ用の吸着塔として利用す
ることができる。このため、バックアップ用の吸着塔を、他の吸着塔よりも小型にするこ
ともできる。
【００２０】
　本発明の第六の局面における吸着塔の交換方法は、２つの吸着塔を上流側から順に直列
に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を吸着塔に順に通水する工
程と、上流側から１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の出口側と、上流側から
２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定し、
それぞれの該放射線量率の経時変化が一定となった時に、該１番目の吸着塔を新しい吸着
塔に交換して、該新しい吸着塔を１番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含
有水を吸着塔に順に通水する工程とを備える。
【００２１】
　本発明の第六の局面における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を２つ直列に配置する
と、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下流側
（１番目から２番目）に向けて低くなる。１番目（最上流）の吸着塔における放射性セシ
ウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目（最下流）の吸着塔における放射性セシウム
含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、１番目の吸着
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塔に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材は最も有効
利用されている。この最上流の吸着塔を、新しい吸着塔に交換して、放射性セシウム含有
水を通水することにより、再び、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の出口側
の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射
線量率との経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔に収容
された吸着材に放射性セシウムが十分に吸着されたことがわかる。このように、１番目の
吸着塔における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔における
放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時に、
放射性セシウムを最も吸着している吸着塔を交換することができるので、吸着材を有効に
使用することができる。
【００２２】
　なお、この場合、最下流である２番目の吸着塔は、バックアップ用の吸着塔として利用
することができる。このため、バックアップ用の吸着塔を、１番目の吸着塔よりも小型に
することもできる。
【発明の効果】
【００２３】
　以上説明したように、本発明によれば、吸着材を有効に使用できる、放射性セシウム含
有水の吸着塔の交換方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施の形態１における吸着装置を示す模式図である。
【図２】本発明の実施の形態１における放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法を説明
するための模式図である。
【図３】本発明の実施の形態１における放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法を説明
するための模式図である。
【図４】本発明の実施の形態１における放射性セシウム含有水の吸着塔の表面の放射線量
率を測定する方法を説明するための模式図である。
【図５】比較例の放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法を示す模式図である。
【図６】本発明の実施の形態２における放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法を説明
するための模式図である。
【図７】本発明の実施の形態３の放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法を説明するた
めの模式図である。
【図８】本発明の実施の形態７の放射性セシウム含有水の処理装置及び処理方法を示す模
式図である。
【図９】本発明の実施の形態７の放射性セシウム含有水の処理装置及び処理方法を示す別
の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態を説明する。なお、以下の図面において同一
または相当する部分には同一の参照符号を付し、その説明は繰り返さない。
【００２６】
　（実施の形態１）
　図１に示すように、本実施の形態における放射性セシウム含有水の吸着装置は、ｎ（ｎ
は２以上の整数）個の吸着塔１０－１～１０－５を備え、吸着塔１０－１～１０－５は、
上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置されている。なお、本実施の形態では、ｎを５
としているが、ｎは２以上であれば特に限定されない。
【００２７】
　吸着塔１０－１～１０－５の各々は、内部に吸着材が収容されている。吸着材は、放射
性セシウム含有水Ａ中の放射線セシウムを吸着する。このような吸着材は特に限定されな
いが、紺青を含むことが好ましい。なお、紺青とは、フェロシアン化鉄（Ｃ１８Ｆｅ７Ｎ



(7) JP 5826326 B2 2015.12.2

10

20

30

40

50

１８）やプルシアンブルーとも呼ばれ、紺青の担持物、紺青の造粒物などの紺青に由来し
た物を含む。また、吸着材としてゼオライトを用いても良い。吸着塔１０－１～１０－５
の各々に収容されている吸着材は、１種であってもよく、２種以上であってもよい。
【００２８】
　続いて、本実施の形態における吸着塔の交換方法について説明する。本実施の形態では
、図１に示す吸着装置１０を用いて、放射性セシウム含有水Ａ中から放射性セシウムを吸
着することで、放射性セシウム含有水Ａを処理することができる。
【００２９】
　まず、図１に示すように、放射性セシウム含有水Ａを、上流側から順に１～ｎ番目に直
列に配置されている吸着塔１０－１～１０－５に通水する。これにより、放射性セシウム
含有水Ａ中の放射性セシウムは、吸着塔１０－１～１０－５内の吸着材に吸着され、放射
性セシウムが低減された処理水Ｂを生成できる。
【００３０】
　図２は、吸着塔１０－１～１０－５内の吸着材において、放射性セシウムが吸着された
領域をドットで示した模式図である。この工程を実施すると、図２に示すように、吸着塔
１０－１～１０－５に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側か
ら下流側（吸着塔１０－１から吸着塔１０－５）に向けて低くなるような勾配が形成され
る。
【００３１】
　次に、１番目の吸着塔（図１及び図２における吸着塔１０－１）における放射性セシウ
ム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時
変化が一定となった時に、１番目の吸着塔（図１及び図２における吸着塔１０－１）を新
しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔（図１及び図２における吸着塔１
０－２～１０－５）を（ｋ－１）番目（図３における吸着塔１０－１～１０－４）とし、
かつ新しい吸着塔をｎ番目（図３における吸着塔１０－５）になるように直列に配置して
、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔（図３における吸着塔１０－１～１０－５
）に順に通水する。言い換えると、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口
側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時に、最上流の吸着塔（図１
及び図２における吸着塔１０－１）を取り外して、上流側から順に２～ｎ番目に配置され
た吸着塔（図１及び図２における吸着塔１０－２～１０－５）を、上流側に１番繰り上げ
て、新しい吸着塔をｎ番目（最下流）に配置する。さらに言い換えると、１番目の吸着塔
における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定
となった時に、１番目の吸着塔（図１及び図２における吸着塔１０－１）を新しい吸着塔
に交換して、２番目に位置する吸着塔（図１及び図２における吸着塔１０－２）を最上流
（図３における吸着塔１０－１）として、新しい吸着塔をｎ番目（図３における吸着塔１
０－５）になるように直列に配置して、放射性セシウム含有水Ａを１～ｎ番目の吸着塔（
図３における吸着塔１０－１～１０－５）に順に通水する。
【００３２】
　１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放
射線量率の経時変化が一定となった時は、１番目の吸着塔１０－１内の吸着材が飽和に達
したと判断できる。
【００３３】
　ここで、新しい吸着塔とは、内部に収容される吸着材の放射性セシウムの吸着可能な量
が、最下流の吸着塔（図２における吸着塔１０－５）内の吸着材の放射性セシウムの吸着
可能な量よりも多い（吸着能力が高い）ことを意味する。つまり、新しい吸着塔の内部に
収容された吸着材は、放射性セシウムを吸着していない吸着材のみであってもよく、放射
性セシウムを吸着した吸着材を含んでいてもよい。
【００３４】
　また、１番目の吸着塔１０－１において放射線量率を測定する放射性セシウム含有水の
入口側及び出口側の表面とは、吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口部及
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び出口部に相対的に近い表面であり、吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入
口部近傍及び出口部近傍の表面であることが好ましい。
【００３５】
　また、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表
面の放射線量率（放射線濃度）の経時変化が一定となった時とは、一定時間、入口側及び
出口側において放射線量率に変化がない時を意味する。「一定時間」とは、例えば、１～
７２時間を採用するが、この限りではなく、この範囲よりも短くても長くても良い。「放
射線量率に変化がない時」とは、吸着塔１０－１の入口側及び出口側のそれぞれに全く変
化がない時を含むほか、一般的に測定値はばらつくため、入口側及び出口側のそれぞれの
放射線量率が±１５％の変化までを含む。これにより、１番目の吸着塔１０－１内の吸着
材に吸着された放射性セシウム量が飽和に達したと判断することができる。
【００３６】
　ここで、吸着塔の表面の放射線量率を測定することにより、吸着塔の破過を検出する方
法について、図４を参照して、詳細に説明する。
【００３７】
　図４に示すように、吸着塔１０１の表面の放射線量率を測定する方法は、放射性物質を
含む被検体である吸着塔１０１の表面の一部分におけるγ線量をγ線検出部１０３を備え
た放射線測定器によって測定し、該γ線量の測定値から吸着塔１０１に含まれる放射性セ
シウムの量を推定する方法であって、
　γ線を放射する複数のγ線放射単位体１０２が、吸着塔１０１内の収容物（吸着材等）
の表面の一部分から吸着塔１０１を貫通するように直線的に並んで吸着塔１０１内に存在
すると仮定する仮定工程と、
　γ線放射単位体１０２のそれぞれから放射され、γ線検出部１０３の検出位置１０３ａ
に届くγ線の量を定めるべく、吸着塔１０１に含まれる放射性物質の濃度を算出用係数と
して設定し、吸着塔１０１に含まれる放射性物質の濃度と各γ線放射単位体１０２に含ま
れる放射性物質の濃度とが同じであるとの仮定に基づいて各γ線放射単位体１０２から放
射されるγ線を該算出用係数を用いて定め、各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線
がランベルト・ベールの法則に従い減衰して検出位置１０３ａに届くことに基づいて、各
γ線放射単位体１０２から検出位置１０３ａに届くγ線の量を該算出用係数を用いて定め
る各γ線量決定工程と、
　上記各γ線量決定工程で定めたγ線の量の総計とγ線量の測定値とが同じであるとの仮
定に基づいて該算出用係数を算出する算出工程とを備える。
【００３８】
　上記放射性セシウムの測定方法においては、図４に示すように、吸着塔１０１の表面の
一部分におけるγ線量をγ線検出部１０３を備えた放射線測定器によって測定する。具体
的には、図４に示すように、例えば、γ線検出部１０３において吸着塔１０１に最も近い
位置にある検出位置１０３ａにてγ線を検出することにより、γ線量を測定する。
【００３９】
　上記放射線測定器としては、一般的なものを用いることができ、例えば、γ線検出部１
０３としてのガイガーミュラー計数管（ＧＭ管）を備えたもの、γ線検出部１０３として
のシンチレータを備えたＮａＩ（ＴＩ）シンチレーション検出器、または、γ線検出部１
０３としての半導体を備えたゲルマニウム半導体検出器などを用いることができる。
【００４０】
　上記放射線測定器は、放射性セシウムに特有のγ線エネルギーを特定し、そのγ線エネ
ルギー量を量るように構成されている。
【００４１】
　放射線測定器は、通常、γ線検出部１０３で検出したγ線の量を数値で表示する測定値
表示部をさらに備える。
　該測定値表示部は、γ線検出部１０３とつながっており、γ線検出部１０３で検出した
γ線の量を数値に変換して表示するように構成されている。変換された数値の単位として
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は、具体的には例えば、μＳｖ／ｈ（マイクロシーベルト／時間）などが挙げられる。
【００４２】
　上述したγ線の測定においては、より正確に放射性物質の量を推定できるという点で、
図４に示すように、γ線放射単位体１０２の並び方向の延長線上にγ線検出部１０３の検
出位置１０３ａを配することにより、γ線を測定することが好ましい。
　さらに正確に放射性セシウムの量を推定するためには、γ線の検出方向が定まっている
γ線検出部１０３を備えた放射線測定器を用いて、直線的に並んだγ線放射単位体１０２
が、γ線検出部１０３のγ線検出方向の先に存在するようにγ線検出部１０３を配置して
、γ線を測定することが好ましい。
【００４３】
　また、上述したγ線の測定においては、吸着塔１０１の表面の一部分以外から放射され
るγ線がγ線検出部１０３の検出位置１０３ａに届くことを抑えるようにγ線検出部１０
３をγ線減衰用材料１０４で覆った状態で、γ線を測定することが好ましい。
　上記のごとくγ線検出部１０３をγ線減衰用材料１０４で覆った状態でγ線を測定する
ことにより、測定すべきγ線の入射方向以外の方向からのγ線の影響を抑制することがで
き、吸着塔１０１の表面の一部分から放射されるγ線をγ線検出部１０３の検出位置１０
３ａにてより確実に検出できることから、より正確に放射性物質の量を推定することがで
きるという利点がある。
【００４４】
　γ線減衰用材料１０４は、γ線を減衰させることができる材料である。γ線減衰用材料
１０４は、通常、γ線を減衰させる厚みを有している。γ線減衰用材料１０４としては、
通常、鉛、鉄、又は、コンクリートなどが用いられる。
　なお、γ線減衰用材料１０４は、γ線を減衰させるものであれば特に限定されず、例え
ば、液体状のもの又は粉末状のものであってもよく、γ線を減衰させる厚みを有するよう
にこれらが容器等に入れられたものであってもよい。
【００４５】
　γ線の測定においては、より正確に放射性物質の量を推定できるという点で、吸着塔１
０１の表面の一部分における形状及び大きさと、該表面の一部分と対向するγ線検出部１
０３の検出位置１０３ａにおける形状及び大きさとが同じであることが好ましい。
【００４６】
　また、γ線の測定においては、吸着塔１０１の表面の一部分と、放射線測定器のγ線検
出部１０３とが離れていてもよく、離れていなくてもよい。空気中におけるγ線の減衰を
防止するという点で、吸着塔１０１の表面の一部分と、放射線測定器のγ線検出部１０３
とは、離れていないことが好ましい。
　γ線の測定においては、空気中におけるγ線の減衰をより抑制できるという点で、吸着
塔１０１の表面の一部分と、放射線測定器のγ線検出部１０３との距離が、１０ｃｍ以下
であることが好ましい。
【００４７】
　上記仮定工程においては、図４に示すように、γ線を放射する複数のγ線放射単位体１
０２が、吸着塔１０１内の収容物（吸着材等）の表面の一部分から吸着塔を貫通するよう
に直線的に並んで吸着塔１０１内に存在すると仮定する。
【００４８】
　上記仮定工程においては、より正確に放射性物質の量を推定できるという点で、図４に
示すように、γ線放射単位体１０２が同じ形状で且つ同じ大きさで互いに接していると仮
定することが好ましい。
【００４９】
　γ線放射単位体１０２の数は、特に限定されるものでなく、吸着塔１０１の大きさや形
状によって適宜設定される。γ線放射単位体１０２の形状は、特に限定されるものでなく
、例えば、直方体状、円柱体状などが挙げられる。γ線放射単位体１０２の大きさは、特
に限定されるものでなく、吸着塔１０１の大きさや形状によって適宜設定される。γ線放
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射単位体１０２は、全て同じ体積を有するように設定されることが好ましい。
【００５０】
　γ線放射単位体１０２としては、放射線物質量の推定精度をより優れたものにできると
いう点で、直径１～５ｃｍの底面と１～５ｃｍ長さの円柱軸とを有する円柱体状のものを
設定することが好ましい。円柱体状のγ線放射単位体１０２は、円柱軸方向に沿って連続
して並び、隣り合うγ線放射単位体１０２の底面が互いに重なり合うように吸着塔１０１
内に存在すると仮定されることが好ましい。
【００５１】
　上記各γ線量決定工程においては、まず、γ線放射単位体１０２のそれぞれから放射さ
れγ線検出部１０３の検出位置１０３ａに届くγ線の量を定めるべく、吸着塔１０１に含
まれる放射性セシウムの濃度を算出用係数として設定し、吸着塔１０１に含まれる放射性
セシウムの濃度と各γ線放射単位体１０２に含まれる放射性セシウムの濃度とが同じであ
るとの仮定に基づいて各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線を算出用係数を用いて
定める。
【００５２】
　上記各γ線量決定工程においては、例えば、吸着塔に含まれる放射性セシウムの濃度を
算出用係数（Ｑ）として設定し、該算出用係数（Ｑ）と、γ線放射単位体１０２の体積又
は重量（Ｍ）と、γ線の放出率（η）とを掛け合わせることにより、各γ線放射単位体１
０２から放射されるγ線量を算出用係数を用いて定めることができる。算出用係数を用い
て定めたγ線量は、数式によって表すことができる。
【００５３】
　具体的には、各γ線量決定工程においては、下記式（１）のように、各γ線放射単位体
１０２から放射されるγ線量を表すことができる。
　算出用係数Ｑ　×　Ｍ　×　η　　・・・式（１）
【００５４】
　上記各γ線量決定工程においては、次に、各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線
がランベルト・ベールの法則に従い減衰して検出位置１０３ａに届くことに基づいて、各
γ線放射単位体１０２から検出位置１０３ａに届くγ線の量を該算出用係数を用いて定め
る。
【００５５】
　一般的に、厚さｘの物質にＩ0個の放射線が一定方向から入射したとき、厚さｘの物質
を通過して現れる放射線の数Ｉは、ランベルト・ベールの法則に従って、下記式（２）で
表される。
【００５６】
　Ｉ＝Ｂ Ｉ０ ｅ－Ｐｘ　・・・式（２）
　（式中、ｅは、ネイピア数であり、Ｐは減衰係数であり、Ｂは、ビルドアップ係数と称
されるγ線の散乱効果などに関する補正係数である。）
【００５７】
　上記各γ線量決定工程においては、上記式（２）におけるＩ0が、上記式（１）で表し
た各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線量のうちの、検出位置１０３ａの方向へ放
射されるものに相当する。
【００５８】
　なお、γ線の測定において、吸着塔とγ線検出部１０３とが離れている場合には、γ線
が検出器に届く間に、空気によっても減衰するため、吸着塔を構成する材料によるγ線の
減衰だけでなく、空気によるγ線の減衰も考慮して、γ線検出部１０３に届くγ線の量を
上記算出用係数を用いて定める。
【００５９】
　以下、上記各γ線量決定工程について、具体例を示しつつさらに詳しく説明する。
【００６０】
　上記各γ線量決定工程においては、放射性セシウムから放射されるγ線のγ線エネルギ
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ーとその放出率とを設定することが好ましい。
【００６１】
　具体的には、各γ線量決定工程においては、例えば、放射性物質をセシウム１３４とセ
シウム１３７とに設定することができる。
　また、各γ線量決定工程においては、例えば、セシウム１３４及びセシウム１３７のγ
線エネルギーと、それに対応するγ線エネルギーの放出率を下記のように設定することが
できる。
【００６２】
　セシウム１３４（３種を設定）
　　　γ線エネルギー　　　　　　　　　　　　　　　　放出率
　　Ａ．０．５６９ＭｅＶ（メガエレクトロンボルト）　　０．１５４
　　Ｂ．０．６０５ＭｅＶ　　　　　　　　　　　　　　　０．９７６
　　Ｃ．０．７９６ＭｅＶ　　　　　　　　　　　　　　　０．８５５
　セシウム１３７
　　　γ線エネルギー　　　　　　　　　　　　　　　　放出率
　　Ｄ．０．６６２ＭｅＶ　　　　　　　　　　　　　　　０．８５１
【００６３】
　より具体的には、上記各γ線量決定工程においては、例えば放射性セシウムをセシウム
１３４とセシウム１３７とに設定した場合、上述したセシウム１３４の３種及びセシウム
１３７それぞれのγ線エネルギーの放出率と、上記算出用係数Ｑと、上記γ線放射単位体
１０２の体積又は重量（Ｍ）と、さらに各セシウムの存在割合（ｈ１：セシウム１３４の
存在割合、ｈ２：セシウム１３７の存在割合）とを掛け合わせることにより、各γ線放射
単位体１０２から放射されるそれぞれのγ線エネルギーの量を算出用係数を用いて定めて
数式により表し、さらに算出用係数を用いて表したそれぞれのγ線エネルギー量を合計す
ることにより、各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線量を算出用係数を用いて定め
数式により表すことができる。
【００６４】
　例えば、上記各γ線量決定工程においては、上記式（１）をより具体化した下記式（３
）～（６）に従って、各γ線放射単位体１０２から放射されるそれぞれのγ線エネルギー
量を算出用係数を用いて表し、さらに、算出用係数を用いて表したそれぞれのγ線エネル
ギー量を合計することにより、各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線量を算出用係
数を用いて表すことができる。
　セシウム１３４（γ線エネルギー　０．５６９ＭｅＶ、　放出率ηＡ　０．１５４）
　　　Ａ．算出用係数Ｑ　×　Ｍ　×　ｈ１　×　ηＡ　　・・・式（３）
　セシウム１３４（γ線エネルギー　０．６０５ＭｅＶ、　放出率ηＢ　０．９７６）
　　　Ｂ．算出用係数Ｑ　×　Ｍ　×　ｈ１　×　ηＢ　　・・・式（４）
　セシウム１３４（γ線エネルギー　０．７９６ＭｅＶ、　放出率ηＣ　０．８５５）
　　　Ｃ．算出用係数Ｑ　×　Ｍ　×　ｈ１　×　ηＣ　　・・・式（５）
　セシウム１３７（γ線エネルギー　０．６６２ＭｅＶ、　放出率ηＤ　０．８５１）
　　　Ｄ．算出用係数Ｑ　×　Ｍ　×　ｈ２　×　ηＤ　　・・・式（６）
【００６５】
　なお、上記式（３）～（６）において、セシウムの存在割合（ｈ１，ｈ２）は、予め放
射線測定器によって測定したγ線のエネルギーを解析することにより、設定することがで
きる。
【００６６】
　さらに、上記各γ線量決定工程においては、例えば式（３）～（６）のごとく表した各
γ線放射単位体１０２におけるそれぞれのγ線エネルギー量を基にして、ランベルト・ベ
ールの法則に従って減衰して上記γ線検出部１０３に届くそれぞれのγ線エネルギー量を
算出用係数を用いて表し、これらγ線エネルギー量をたし合わせ、各γ線放射単位体１０
２からγ線検出部１０３に届く減衰後のγ線量を算出用係数を含む数式で表すことができ
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る。
【００６７】
　ランベルト・ベールの法則に従う上記の式（２）においては、該式（２）からもわかる
ように、少なくとも減衰係数と、γ線が通過する距離と、ビルドアップ係数とを用いる。
【００６８】
　上記減衰係数、及び、上記ビルドアップ係数は、通常、材料毎に、又は、γ線エネルギ
ー毎に知られている。
　具体的には、例えば、セシウム１３４及びセシウム１３７のγ線エネルギーにおける水
の減衰係数、コンクリートの減衰係数、及び、空気の減衰係数は、それぞれ下記の表１に
示す通りである。
　なお、表１においては、各減衰係数の値がｃｍ２／ｇの単位で表されている。この値を
ｃｍ－１の単位で表すためには、ｃｍ２／ｇの単位で表された各減衰係数の値に、各物質
のｇ／ｃｍ３単位での密度を乗じればよい。
　上記ビルドアップ係数（Ｂ）の値は、式（２）においてＰｘ＜１の場合にＢ＝１とする
ことができる。
　一方、上記ビルドアップ係数（Ｂ）の値は、式（２）においてＰｘ＞１の場合にＰｘと
することができる。ただし、放射性物質から放出されるγ線のエネルギーが２ＭｅＶより
高ければ、ビルドアップ係数（Ｂ）の値は、１＋Ｐｘとする。または、上記厚さｘの物質
が鉛のように原子番号が高ければ、ビルドアップ係数（Ｂ）の値は、１＋Ｐｘとする。
【００６９】
【表１】

【００７０】
　上記減衰係数は、吸着塔を構成する材料に応じて、既知の減衰係数を基にして適宜適当
な数値に設定することができる。
　具体的には例えば、ゼオライトの主成分は、シリカ及びアルミナであることから、ゼオ
ライトの減衰係数としては、コンクリートの減衰係数と同じ数値を採用することができる
。
　また、例えば、水と、吸着材としてのゼオライトとが混合している状態のものが吸着塔
の内部に収容された場合には、該混合物の減衰係数としては、水の減衰係数とコンクリー
トの減衰係数との平均値を採用することができる。
【００７１】
　上記各γ線量決定工程において、ランベルト・ベールの法則におけるγ線が通過する距
離は、各γ線放射単位体１０２の中心点と、γ線検出部１０３の検出位置との距離である
ことが好ましい。
　なお、各γ線放射単位体１０２の中心点は、γ線放射単位体１０２が均質であるときの
重心である。
【００７２】
　具体的には、図４に示すように、円柱体状のＤ個の等しいγ線放射単位体１０２が、吸
着塔１０１の一端から他端まで、γ線放射単位体１０２の円柱軸に垂直な方向に沿って連
続して並び、隣り合うγ線放射単位体１０２の底面が互いに重なり合うようにγ線放射単
位体１０２が吸着塔１０１に存在し、γ線放射単位体１０２の円柱軸方向長さが１ｃｍで
あると仮定した場合、吸着塔１０１とγ線検出部１０３とがｒｃｍ離れていれば、検出部
に最も近い１番目のγ線放射単位体１０２から放射されるγ線が通過する距離は、ｒ＋０
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．５ｃｍと表すことができる。
【００７３】
　上記各γ線量決定工程においては、必要に応じて、吸着塔１０１の密度の値または空気
の密度の値を使うことができる。吸着塔１０１の密度は、吸着塔１０１を構成する材料に
応じて、既知材料の密度を基にして適宜適当な数値に設定することができる。
　具体的には、例えば、吸着塔１０１が放射性セシウム含有水とゼオライトとが混合して
いる状態のものであり、吸着塔１０１の内部において放射性セシウム含有水とゼオライト
との体積比がほぼ等しい場合には、吸着塔１０１の密度としては、放射性セシウム含有水
の密度とゼオライトの密度との平均値を設定することができる。
【００７４】
　上記算出工程においては、上記各γ線量決定工程で定めたγ線の量の総計と上記γ線量
の測定値とが同じであるとの仮定に基づいて上記算出用係数を算出する。
【００７５】
　具体的には、上記算出工程においては、例えば下記の式（７）によって、各γ線量決定
工程で求めたγ線の量の総計を表すことができる。
　下記式（７）は、吸着塔１０１がゼオライトと水との混合物であり、図４に示すように
、Ｄ個の等しい円柱状のγ線放射単位体１０２が、吸着塔１０１内の一端から他端までγ
線放射単位体１０２の円柱軸方向に沿って連続して並び、隣り合うγ線放射単位体１０２
の底面が互いに重なり合うようにγ線放射単位体１０２が吸着塔１０１に存在すると仮定
し、γ線放射単位体１０２における円柱軸方向長さが１ｃｍである場合に用いることがで
きる。
【００７６】
【数１】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・式（７）
【００７７】
　ここで、吸着塔１０１本体部の材質が放射線を遮蔽する物質の場合で、例えば鉄を用い
た場合には、鉄の影響を考慮する必要が出てくる。吸着塔１０１の材質による影響を考慮
する場合には、鉄の減衰係数をPb、鉄の密度をρb、鉄の厚みをｒb、鉄のビルドアップ係
数をBｂとすると、上記式（７）に鉄の項Bｂ×exp(-Pb*ρb*rb)を追加すればよい。すな
わち、下記式（８）で表される。
　なお、吸着塔の材質として鉄以外の材質を用いるときは、その材質の減衰係数と密度と
厚みとをそれぞれ置き換えて代入すればよい。また、空気の幅（ｒ）を考慮しない場合は
、ｒ＝０となるので、exp(-Pa*ρa*ｒ)＝１として、exp(-Pa*ρa*r)の項を無視すること
ができる。
　また、空気についても本来はビルドアップ係数を考慮する必要があるが、１に近似でき
るため、ここでは記載を省略している。
【００７８】

【数２】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・式（８）
【００７９】
　詳しくは、上記の式（７）及び（８）におけるｄは、図４に示すように、γ線放射単位
体１０２の底面の直径を示す。ηjは、上述したように各γ線エネルギーの放出率を示す
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。ρmは、吸着材の密度（ｇ／ｃｍ３）を示す。ρaは、空気の密度（ｇ／ｃｍ３）を示す
。ｒは、吸着塔１０１とγ線検出部１０３との距離（ｃｍ）を示す。ｈｊは、放射性物質
中における各γ線を放出する放射性元素（134Ｃｓ又は137Ｃｓ）の存在割合（具体的には
、放射性元素がセシウムであれば、j=1,2,3が134Ｃｓの存在割合、j=4が137Ｃｓの存在割
合）である。ｉは、γ線検出部１０３に最も近いγ線放射単位体１０２から遠ざかる方向
へ向けて並ぶγ線放射単位体１０２の順序を示す。Ｂiはｉ番目のγ線放射単位体１０２
に対するビルドアップ係数を示す。Ｐｍは、吸着材の減衰係数（ｃｍ2／ｇ）を示す。Ｐ
ａは、空気の減衰係数（ｃｍ2／ｇ）を示す。ｅｘｐは、底がｅの指数関数を示す。πｄ2

/4/（4＊π(r+i-0.5)2）の項は、各γ線放射単位体１０２から放射されるγ線のうち、検
出位置１０３ａに入射するγ線量の割合の近似値である。そして、Ｑは上述した算出用係
数（Ｂｑ／ｋｇ）を示す。
【００８０】
　より具体的には、上記算出工程においては、下記の式（９）に示すように、式（７）で
表される値と、測定したγ線量φとが同じ値になると仮定することにより、算出用係数Ｑ
を算出することができる。
　例えば、算出用係数Ｑは、式（９）が成り立つような仮値をＱに代入して、繰り返し計
算により適当な仮値を決めることによって算出することができる。
　また、例えば、算出用係数Ｑは、下記式（９）における既知の数値を式（９）に代入し
たうえで、コンピュータによる演算によって算出することができる。
【００８１】
　なお、演算によって得られた算出用係数Ｑを用いて式（７）を計算すると、計算したγ
線量（総実効線量率）φ’が求められる。
【００８２】
【数３】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・式（９）
【００８３】
　吸着塔の材質を考慮する場合も同様にして、下記の式（１０）に示すように、式（８）
で表される値と、測定したγ線量φとが同じ値になると仮定することにより、算出用係数
Ｑを算出することができる。
　例えば、算出用係数Ｑは、式（１０）が成り立つような仮値をＱに代入して、繰り返し
計算により適当な仮値を決めることによって算出することができる。
　また、例えば、算出用係数Ｑは、下記式（１０）における既知の数値を式（１０）に代
入したうえで、コンピュータによる演算によって算出することができる。
　なお、演算によって得られた算出用係数Ｑを用いて式（８）を計算すると、計算したγ
線量（総実効線量率）φ’が求められる。
【００８４】
【数４】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・式（１０）
【００８５】
　上記放射性セシウム量の推定方法においては、吸着塔１０１に対して表面の一部分にお
けるγ線量を測定し、上記仮定工程と、上記各γ線量決定工程と、上記算出工程とを実施
することにより、吸着塔１０１内から吸着材の一部を取り出さなくとも、吸着塔１０１内
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に含まれる放射性セシウム量を把握することができる。
　詳しくは、上記放射性セシウム量の推定方法においては、少なくともγ線放射単位体１
０２が存在すると仮定した部分の放射性セシウム量を把握することができる。
【００８６】
　上記放射性セシウム量の推定方法においては、γ線量を測定する吸着塔１０１の表面部
分を複数箇所設定し、γ線放射単位体１０２が互いに重ならないように上記仮定工程を実
施することにより、吸着塔１０１の複数箇所に含まれる放射性セシウム量を推定すること
ができる。
【００８７】
　上記放射性セシウム量の推定方法においては、吸着塔１０１を構成する材料として放射
性セシウムを吸着する紺青などの吸着材を用いた場合、放射性セシウム含有水を吸着材に
通水し、所定通水量ごとに吸着塔１０１の表面において放射性セシウムの量を推定するこ
とができる。したがって、経時的に放射性セシウムの量を推定することができ、時間を追
って吸着塔１０１内の放射性セシウムの量の変化を知ることもできる。
【００８８】
　続いて、本実施の形態における吸着塔の交換方法の効果について、図５に示す比較例と
比較して説明する。
【００８９】
　図５に示すように、比較例の吸着装置は、１個の吸着塔２１０を備えており、比較例の
吸着塔の交換方法は、吸着塔２１０の出口の処理水中の放射性セシウム濃度を測定し、吸
着塔２１０が破過した時に、新しい吸着塔に交換する。しかし、図５において、放射性セ
シウムが吸着された領域をドットで示しているように、吸着塔２１０の入口から出口に向
けて、吸着材に吸着された放射性セシウムの吸着量が少なくなるように勾配が形成される
。このため、吸着塔２１０が破過しても、吸着塔２１０内の吸着材において放射性セシウ
ムを吸着可能な領域はかなり残っているが、吸着塔２１０自体を交換することになる。し
たがって、吸着塔２１０内の吸着材を有効に使用することができない。
【００９０】
　一方、本実施の形態における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは２以上の整数、本実施の形
態ではｎ＝５）個の吸着塔１０－１～１０－５を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配
置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通
水する工程と、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口
側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、
１番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔（図
１及び図２における吸着塔１０－２～１０－５）を（ｋ－１）番目（図３における吸着塔
１０－１～１０－４）とし、かつ新しい吸着塔をｎ番目（図３における吸着塔１０－５）
となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１
０－５に順に通水する工程とを備える。
【００９１】
　本実施の形態の吸着塔の交換方法によれば、吸着材の放射性セシウムに対する吸着速度
が遅いため、吸着塔に収容された吸着材において、放射性セシウムの吸着濃度に勾配が発
生するので、吸着塔１０－１～１０－５を３つ以上直列に配置すると、吸着塔１０－１～
１０－５に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下流側（
１番目からｎ番目）に向けて低くなる。本発明者は吸着塔１０－１の表面の放射線量率を
測定することに着目し、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口側
及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時には、吸着塔１０－１～１０
－５に収容された吸着材のうち、最上流（１番目）の吸着塔１０－１に収容された吸着材
に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材は最も有効利用されている。この
最上流（１番目）の吸着塔１０－１を、新しい吸着塔に交換し、かつ新しい吸着塔を最下
流に配置して、放射性セシウム含有水を通水することにより、１番目の吸着塔１０－１に
おける放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定と



(16) JP 5826326 B2 2015.12.2

10

20

30

40

50

なった時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔１０－１に収容された吸着材に吸着
された放射性セシウムの濃度が最も高い。このように、１番目の吸着塔１０－１における
放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった
時に、放射性セシウムを最も吸着している吸着塔を交換することができるので、本実施の
形態において交換する吸着塔内の吸着材の未使用領域は、図５に示す吸着材の未使用領域
に比べて小さく、吸着材を有効に使用することができる
【００９２】
　吸着塔の長さは、吸着塔出口の放射線量率あるいは放射能濃度が基準値以下となるよう
に決定し、吸着塔本数は１本毎の吸着能力を完全に満たしてから交換する程度の長さとす
ればよい。
【００９３】
　ここで、放射性セシウムの吸着速度は遅いため、放射性セシウム含有水を吸着させる吸
着塔が長くなることに本発明者は着目した。放射性セシウムを吸着するために要する長さ
を有する吸着塔が、図５に示す吸着塔２１０の長さとすると、その長さの１／ｎを図１に
示された吸着塔１０－１～１０－５の１塔当たりの長さとすれば、図１に示す吸着装置１
０において放射性セシウムを吸着することができ、さらに上述した効果を有する。
【００９４】
　また、ｎ個の吸着塔１０－１～１０－５の各々を小さくすることができるので、廃棄処
分する最上流の吸着塔に吸着された放射性セシウムの濃度は、図５に示す吸着塔２１０に
比べて低い。このように吸着材の放射線量が低いため、吸着塔１０－１の廃棄処分におい
て、取り扱いが容易になる。
【００９５】
　（実施の形態２）
　本発明の実施の形態２における吸着塔の交換方法について、図１及び図６を参照して説
明する。本実施の形態では、放射性セシウム含有水Ａ中の放射性セシウムを吸着塔１０－
１～１０－４で吸着し、最下流に配置されたｎ番目の吸着塔１０－５は、バックアップ用
として機能させる。
【００９６】
　まず、実施の形態１とほぼ同様に、図１に示すように、ｎ（ｎは３以上の整数、本実施
の形態ではｎ＝５）個の吸着塔１０－１～１０－５を上流側から順に１～ｎ番目まで直列
に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１０－５に順に通水
する工程を実施する。
【００９７】
　次に、１番目の吸着塔（図１における吸着塔１０－１）における放射性セシウム含有水
の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一
定となった時に、１番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、図６に示すように
、ｋ（２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目（図６における吸着塔１０－１～
１０－３）とし、かつ新しい吸着塔を（ｎ－１）番目（図６における吸着塔１０－４）と
なるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１０
－５に順に通水する。言い換えると、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含
有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時に、最上流の吸
着塔（吸着塔１０－１）を外して、上流側から順に２～（ｎ－１）番目に配置された吸着
塔（図１における吸着塔１０－２～１０－４）を、上流側に１番繰り上げて、新しい吸着
塔をｎ番目に配置する。さらに言い換えると、１番目の吸着塔１０－１における放射性セ
シウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時に、１
番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、図６に示すように、２番目に位置する
吸着塔を最上流とし、かつ新しい吸着塔を最下流から２番目である（ｎ－１）番目になる
ように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１０－５
に順に通水する。
【００９８】
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　図１においてｎ番目に配置された吸着塔１０－５は、１番目の吸着塔１０－１を交換し
た後であっても、図６に示すように、ｎ番目に配置されたままである。
【００９９】
　ｎ番目に配置された吸着塔１０－５は、バックアップ用として設置されているので、吸
着塔１０－４の出口で放射性セシウムの濃度または放射線量率の測定を行っても良い。仮
に、吸着塔１０－４から排出される処理水に放射性セシウムがリークしたとしても、バッ
クアップ用の吸着塔１０－５が最後に設置されているので、処理水Ｂへ放射性セシウムが
リークすることを効果的に防ぐことができる。
【０１００】
　また、吸着塔１０－５の入口または出口にも放射性セシウムの濃度または放射線量率の
測定器を取り付けることで、処理水Ｂの放射性セシウムの監視を行うことが可能である。
処理水Ｂへ放射性セシウムがリークしないように、例えば吸着塔１０－５の長さの中間地
点以降で放射性セシウムが検出された時に、吸着塔１０－５を新しい吸着塔に交換しても
よい。交換前に使用していた吸着塔は、まだ吸着能力が残っているため、再利用可能であ
る。再利用する場合は、次に交換（飽和に達する）予定の吸着塔と交換すれば、吸着材の
使用効率を高めることができる。
【０１０１】
　なお、この工程における（ｎ－１）番目に配置された吸着塔（図１における吸着塔１０
－４）の破過の検出方法は、実施の形態１と同様である。
【０１０２】
　以上説明したように、本実施の形態における吸着塔の交換方法は、１番目の吸着塔１０
－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、そ
れぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着塔１０－１を新しい吸
着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ新しい
吸着塔を（ｎ－１）番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番
目の吸着塔に順に通水する工程とを備えている。
【０１０３】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔１０－１～１０－５を３つ以
上直列に配置すると、吸着塔１０－１～１０－４に収容された吸着材に吸着される放射性
セシウムの濃度は、上流側から下流側（１番目からｎ番目）に向けて低くなる。本発明者
は、吸着塔１０－１の表面の放射線量率を測定することに着目し、１番目の吸着塔１０－
１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一
定となった時には、最上流（１番目）の吸着塔（図１における吸着塔１０－１）に収容さ
れた吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材は最も有効利用されて
いる。この最上流の吸着塔１０－１を、新しい吸着塔に交換し、かつ新しい吸着塔を最下
流から２番目（ｎ－１番目）に配置し、かつ放射性セシウム含有水を通水することにより
、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放
射線量率の経時変化が一定となった時には、吸着塔１０－１～１０－５に収容された吸着
材のうち、最上流（１番目）に配置された吸着塔に収容された吸着材に吸着された放射性
セシウムの濃度が最も高い。このように、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウ
ム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった時に、放射性
セシウムを最も吸着している吸着塔（図１における吸着塔１０－１）を交換することがで
きるので、吸着材を有効に使用することができる。
【０１０４】
　なお、本実施の形態の場合、最下流（ｎ番目）の吸着塔（図１及び図６における吸着塔
１０－５）をバックアップ用の吸着塔として利用することができる。このため、ｎ番目の
吸着塔（図１及び図６における吸着塔１０－５）を、他の吸着塔（図１及び図６における
吸着塔１０－１～１０－４）よりも小型にすることもできる。
【０１０５】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法において好ましくは、１番目の吸着塔１０－１
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における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定
となった時は、上記放射線量率の経時変化により判断される。これにより、吸着塔におけ
る吸着材に吸着した放射性セシウムの経時変化がわかるので、上記放射線量率の経時変化
が一定となった時をより正確性を高めて判断することができる。
【０１０６】
　（実施の形態３）
　本発明の実施の形態３における吸着塔の交換方法について、図７を参照して説明する。
本実施の形態における吸着塔の交換方法は、基本的には実施の形態２と同様であるが、吸
着塔が２つである点において異なる。つまり、本実施の形態の吸着塔の交換方法では、放
射性セシウム含有水Ａ中の放射性セシウムを吸着塔１０－１で吸着し、最下流に配置され
た２番目の吸着塔１０－２は、バックアップ用として機能させる。
【０１０７】
　具体的には、まず、図７に示すように、２つの吸着塔１０－１～１０－２を上流側から
順に直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を吸着塔１０－１
～１０－２に順に通水する。
【０１０８】
　次に、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表
面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、１番目
の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、新しい吸着塔を１番目となるように直列に
配置して、放射性セシウム含有水を吸着塔に順に通水する。つまり、１番目の吸着塔１０
－１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が
一定となった時に、最上流の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換し、２番目の吸着塔１
０－２をバックアップ用の吸着塔とする。
【０１０９】
　この工程では、図７に示すように、２番目に配置された吸着塔１０－２は、１番目の吸
着塔１０－１を交換した後であっても、２番目に配置されたままである。
【０１１０】
　以上説明したように、本実施の形態における吸着塔の交換方法は、２つの吸着塔１０－
１～１０－２を上流側から順に直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウ
ム含有水を吸着塔１０－１～１０－２に順に通水する工程と、１番目の吸着塔１０－１に
おける放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれ
の放射線量率の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に
交換して、新しい吸着塔１０－１を１番目となるように直列に配置して、放射性セシウム
含有水を吸着塔に順に通水する工程とを備えている。
【０１１１】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔１０－１～１０－２を２つ直
列に配置すると、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流
側から下流側（１番目から２番目）に向けて低くなる。本発明者は、吸着塔１０－１の表
面の放射線量率を測定することに着目し、最上流である１番目の吸着塔１０－１における
放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定となった
時には、この吸着塔１０－１に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最
も高く、吸着材は最も有効利用されている。この最上流の吸着塔１０－１を、新しい吸着
塔に交換して、放射性セシウム含有水を通水することにより、再び１番目の吸着塔１０－
１における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一
定となった時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔１０－１に収容された吸着材に
放射性セシウムが十分に吸着されたことがわかる。このように、１番目の吸着塔１０－１
における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率の経時変化が一定
となった時に、放射性セシウムを最も吸着している吸着塔を交換することができるので、
吸着材を有効に使用することができる。
【０１１２】



(19) JP 5826326 B2 2015.12.2

10

20

30

40

50

　なお、この場合、２番目の吸着塔１０－２は、バックアップ用の吸着塔として利用する
ことができる。このため、バックアップ用の吸着塔１０－２を、１番目の吸着塔１０－１
よりも小型にすることもできる。
【０１１３】
　（実施の形態４）
　本発明の実施の形態４における吸着塔の交換方法について、図１を参照して説明する。
本実施の形態における吸着塔の交換方法は、基本的には実施の形態１と同様であるが、放
射線量率を測定する方法が異なる。
【０１１４】
　具体的には、本実施の形態の放射線量率を測定する方法は、図１において、１番目の吸
着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔１０－２におけ
る放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定する。
【０１１５】
　１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔１
０－２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率の経時変化が一定と
なった時は、１番目の吸着塔１０－１内の吸着材が飽和に達したと判断できる。
【０１１６】
　また、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側とは、吸着塔１
０－１における放射性セシウム含有水の出口部に相対的に近い表面であり、吸着塔１０－
１における放射性セシウム含有水の出口部近傍の表面であることが好ましい。２番目の吸
着塔１０－２における放射性セシウム含有水の入口側との表面とは、吸着塔１０－２にお
ける放射性セシウム含有水の入口部に相対的に近い表面であり、吸着塔１０－１における
放射性セシウム含有水の入口部近傍の表面であることが好ましい。
【０１１７】
　また、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸
着塔１０－２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率の経時変化が
一定となった時とは、一定時間、１番目の吸着塔１０－１の出口側と、２番目の吸着塔１
０－２の入口側において放射線量率に変化がない時を意味する。「一定時間」とは、例え
ば、１～７２時間を採用するが、この限りではなく、この範囲よりも短くても長くても良
い。「放射線量率に変化がない時」とは、１番目の吸着塔１０－１の出口側及び２番目の
吸着塔１０－２の入口側のそれぞれに全く変化がない時を含むほか、一般的に測定値はば
らつくため、１番目の吸着塔１０－１の出口側及び２番目の吸着塔１０－２の入口側のそ
れぞれの放射線量率が±１５％の変化までを含む。これにより、１番目の吸着塔１０－１
内の吸着材に吸着された放射性セシウム量が飽和に達したと判断することができる。
【０１１８】
　以上説明したように、本実施の形態における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは２以上の整
数）個の吸着塔（本実施の形態では、図１における吸着塔１０－１～１０－５）を上流側
から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有
水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１０－５に順に通水する工程と、１番目の吸着塔１０
－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔１０－２における放射性
セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変
化が一定となった時に、１番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ
≦ｎ）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ新しい吸着塔をｎ番目となるように直列
に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１０－５に順に通水
する工程とを備えている。
【０１１９】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔１０－１～１０－５を２つ以
上直列に配置すると、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、
上流側から下流側（１番目からｎ番目）に向けて低くなる。本発明者は、吸着塔１０－１
、１０－２の表面の放射線量率を測定することに着目し、１番目の吸着塔１０－１におけ
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る放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－２における放射
性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、最
上流（１番目）の吸着塔１０－１に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度
が最も高く、吸着材は最も有効利用されている。この最上流（１番目）の吸着塔１０－１
を、新しい吸着塔に交換し、かつ新しい吸着塔を最下流に配置して、放射性セシウム含有
水を通水することにより、再び、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水
の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－２における放射性セシウム含有水の入口
側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）に配置さ
れた吸着塔１０－１に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高くな
る。このように、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側の放射
線量率と、２番目の吸着塔１０－２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放
射線量率との経時変化が一定となった時に、放射性セシウムを最も吸着している最上流に
位置する１番目の吸着塔１０－１を交換することができるので、吸着材を有効に使用する
ことができる。
【０１２０】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法において好ましくは、１番目の吸着塔１０－１
における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－２におけ
る放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時は
、上記放射線量率の経時変化により判断される。これにより、吸着塔１０－１における吸
着材に吸着した放射性セシウムの経時変化がわかるので、上記放射線量率の経時変化が一
定となった時をより正確性を高めて判断することができる。
【０１２１】
　（実施の形態５）
　本発明の実施の形態５における吸着塔の交換方法について、図１及び図６を参照して説
明する。本実施の形態における吸着塔の交換方法は、基本的には実施の形態２と同様であ
るが、放射線量率を測定する方法が異なる。
【０１２２】
　具体的には、本実施の形態の放射線量率を測定する方法は、実施の形態４と同様に、１
番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔１０－
２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定する。
【０１２３】
　以上説明したように、本実施の形態における吸着塔の交換方法は、ｎ（ｎは３以上の整
数）個の吸着塔（本実施の形態では、図１における吸着塔１０－１～１０－５）を上流側
から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、図１に示すように、放射性セシウムを含有する
放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔１０－１～１０－５に順に通水する工程と、
１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔にお
ける放射性セシウム含有水の入口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率
の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、図
６に示すように、ｋ（２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ新しい
吸着塔を（ｎ－１）番目になるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番
目の吸着塔１０－１～１０－５に順に通水する工程とを備える。
【０１２４】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔を３つ以上直列に配置すると
、吸着塔に収容された吸着材に吸着される放射性セシウムの濃度は、上流側から下流側（
１番目からｎ番目）に向けて低くなる。本発明者は、吸着塔１０－１、１０－２の表面の
放射線量率を測定することに着目し、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含
有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－２における放射性セシウム含有水の
入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）の吸
着塔１０－１に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高く、吸着材
は最も有効利用されている。この最上流の吸着塔１０－１を、新しい吸着塔に交換し、か
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つ新しい吸着塔を最下流から２番目（ｎ－１番目）に配置して、放射性セシウム含有水を
通水することにより、再び、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出
口側の放射線量率と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側との表面の
放射線量率との経時変化が一定となった時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔１
０－１に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの濃度が最も高くなる。このよう
に、１番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２
番目の吸着塔１０－２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との
経時変化が一定となった時に、放射性セシウムを最も吸着している吸着塔を交換すること
ができるので、吸着材を有効に使用することができる。
【０１２５】
　なお、この場合、最下流（ｎ番目）の吸着塔は、バックアップ用の吸着塔として利用す
ることができる。このため、バックアップ用の吸着塔を、他の吸着塔よりも小型にするこ
ともできる。
【０１２６】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法において好ましくは、１番目の吸着塔１０－１
における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－２におけ
る放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時は
、上記放射線量率の経時変化により判断される。これにより、吸着塔１０－１における吸
着材に吸着した放射性セシウムの経時変化がわかるので、上記放射線量率の経時変化が一
定となった時をより正確性を高めて判断することができる。
【０１２７】
　（実施の形態６）
　本発明の実施の形態６における吸着塔の交換方法について、図７を参照して説明する。
本実施の形態における吸着塔の交換方法は、基本的には実施の形態３と同様であるが、放
射線量率を測定する方法が異なる。
【０１２８】
　具体的には、本実施の形態の放射線量率を測定する方法は、実施の形態４と同様に、１
番目の吸着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔１０－
２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定する。
【０１２９】
　以上説明したように、本実施の形態における吸着塔の交換方法は、２つの吸着塔１０－
１～１０－２を上流側から順に直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウ
ム含有水を吸着塔１０－１～１０－２に順に通水する工程と、１番目の吸着塔１０－１に
おける放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔１０－２における放射性セシウ
ム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一
定となった時に、１番目の吸着塔１０－１を新しい吸着塔に交換して、新しい吸着塔を１
番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を吸着塔１０－１～１０－２に
順に通水する工程とを備える。
【０１３０】
　本実施の形態における吸着塔の交換方法によれば、吸着塔１０－１～１０－２を２つ直
列に配置すると、吸着塔１０－１～１０－２に収容された吸着材に吸着される放射性セシ
ウムの濃度は、上流側から下流側（１番目から２番目）に向けて低くなる。本発明者は、
吸着塔１０－１、１０－２の表面の放射線量率を測定することに着目し、１番目の吸着塔
１０－１における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－
２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定とな
った時には、１番目の吸着塔１０－１に収容された吸着材に吸着された放射性セシウムの
濃度が最も高く、吸着材は最も有効利用されている。この最上流の吸着塔１０－１を、新
しい吸着塔に交換して、放射性セシウム含有水を通水することにより、再び、１番目の吸
着塔１０－１における放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１
０－２における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定
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となった時には、最上流（１番目）に配置された吸着塔１０－１に収容された吸着材に放
射性セシウムが十分に吸着されたことがわかる。このように、１番目の吸着塔１０－１に
おける放射性セシウム含有水の出口側の放射線量率と、２番目の吸着塔１０－２における
放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率との経時変化が一定となった時に、
放射性セシウムを最も吸着している吸着塔を交換することができるので、吸着材を有効に
使用することができる。
【０１３１】
　なお、この場合、最下流である２番目の吸着塔１０－２は、バックアップ用の吸着塔と
して利用することができる。このため、バックアップ用の吸着塔１０－２を、１番目の吸
着塔１０－１よりも小型にすることもできる。
【０１３２】
　（実施の形態７）
　本実施の形態では、実施の形態１～６のいずれかの吸着装置及び吸着塔の交換方法を用
いて、飛灰を処理する際に排出される放射性セシウム含有水を処理する方法及び装置につ
いて説明する。
【０１３３】
　図８に示すように、本実施の形態における処理装置は、混合槽７と、固液分離装置８と
、調整槽１１と、沈殿槽１２と、除濁装置１３と、加圧部１４と、逆浸透（ＲＯ）膜装置
１５と、吸着装置１０と、捕獲部１７と、遮蔽部１８と、処理水槽１９と、固化装置２０
とを備えている。
【０１３４】
　混合槽７は、放射性セシウムを含有する飛灰Ｃと、水Ｄとが供給され、飛灰Ｃと水Ｄと
を混合してスラリーを形成する。混合槽７は、飛灰Ｃ中の放射性セシウムを水Ｄに溶解す
る。なお、水Ｄは、特に限定されないが、例えば、水道水、工水、純水、地下水、各種排
水の再処理水などを利用できる。
【０１３５】
　混合槽７は、供給される飛灰Ｃと水Ｄとを混合及び撹拌するための撹拌部材を有してい
てもよい。また、混合槽７は、複数の槽を含んでいてもよい。
【０１３６】
　固液分離装置８は混合槽７と接続され、混合槽７で得られるスラリーを固液分離する。
固液分離装置８は、スラリーを、洗浄された飛灰（洗浄飛灰Ｅ）と、放射性セシウムを含
む分離水とに分離するように構成されている。固液分離装置８は、例えば、フィルタープ
レスまたはベルトプレスを含む。
【０１３７】
　混合槽７と固液分離装置８との間には、洗浄装置、分級装置などの機器が配置されてい
てもよい（図示せず）。
【０１３８】
　調整槽１１は、固液分離装置８の分離水排出部と接続され、固液分離装置８で生成され
る放射性セシウムを含有する分離水を貯留する。調整槽１１は、複数の槽を含んでいても
よい。
【０１３９】
　沈殿槽１２は、調整槽１１と接続され、分離水に固形物が混じっている場合に、分離水
中の粗い固形物（除濁装置１３で分離するよりも粗い固形物）を凝集沈殿させる。沈殿槽
１２により、分離水中の粗い固形物が低減される。沈殿槽１２は、複数の槽を含んでいて
もよい。
【０１４０】
　除濁装置１３は、沈殿槽１２と接続され、粗い固形物が低減された分離水をろ過するた
めのものであり、ＲＯ膜よりも粗いろ過、即ち、ＲＯ膜で分離するよりも粗い不純物（例
えば沈殿槽１２で除去できなかった固形物等）を除去するためのものであり、ＲＯ膜装置
１５の前処理装置である。除濁装置１３は、例えば、砂ろ過である。
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【０１４１】
　加圧部１４は、除濁装置１３と接続され、除濁装置１３から排出される粗い不純物が除
去された分離水を浸透圧以上に加圧する。加圧部１４は、例えば高圧ポンプである。
【０１４２】
　ＲＯ膜装置１５は、加圧部１４と接続され、加圧された分離水が供給され、ＲＯ膜処理
により透過水Ｆ及び濃縮水を生成する。透過水Ｆは、ＲＯ膜を透過した水であり、濃縮水
は、ＲＯ膜を透過せず、放射性セシウムを含有する水である。このＲＯ膜装置１５におい
て、ＲＯ膜によるろ過処理により、放射性セシウムが除去された透過水Ｆと、飛灰に含有
されていた放射性セシウムが残留する濃縮水とが得られる。
【０１４３】
　ＲＯ膜装置１５は、例えば、ＲＯ膜と、このＲＯ膜を収容する圧力容器とを有している
。ＲＯ膜は、放射性セシウムを透過させないように構成されている。
【０１４４】
　なお、処理装置は、１組の加圧部１４及びＲＯ膜装置１５を備えていてもよく、複数組
の加圧部１４及びＲＯ膜装置１５を備えていてもよい。処理装置が複数組の加圧部１４及
びＲＯ膜装置１５を備えている場合には、並列に配置されていても直列に配置されていて
もよいが、直列に配置されることが好ましい。
【０１４５】
　ＲＯ膜装置１５により得られる透過水Ｆの用途は特に限定されないが、固液分離装置８
に供給されるように構成されることが好ましい。例えば、図８において透過水Ｆと固液分
離装置８とを結ぶ点線で示されるように、ＲＯ膜装置１５の透過水排出部と固液分離装置
８とを配管等で接続する。固液分離装置８がフィルタープレスまたはベルトプレスを含む
場合、透過水Ｆは飛灰Ｃの洗浄に用いられる。また、透過水Ｆは、例えば飛灰Ｃを洗浄す
る水Ｄとして用いてもよい。このように、処理装置は、処理装置で発生する水を処理装置
内で循環させるように構成されていることが好ましい。
【０１４６】
　吸着装置１０は、上述した実施の形態１～６のいずれかであり、ＲＯ膜装置１５の濃縮
水排出部と接続されている。吸着装置１０は、３個以上の吸着塔が直列に配置されている
。吸着装置１０により、濃縮水中の放射性セシウムが吸着材に吸着されるので、処理水（
図１～３、図６及び図７における処理水Ｂ）を生成する。
【０１４７】
　捕獲部１７は、吸着装置１０の出口側に配置され、吸着装置１０から漏出される紺青な
どの吸着材を捕獲する。捕獲部１７は、特に限定されないが、例えば、ＵＦ膜装置、ＭＦ
膜装置などのフィルタを有する装置、沈殿装置などを用いることができ、捕獲性が高い観
点からＵＦ膜装置及びＭＦ膜装置の少なくともいずれか一方を用いることが好ましい。Ｕ
Ｆ膜装置またはＭＦ膜装置は、例えば、吸着材を捕獲可能なＵＦ膜またはＭＦ膜と、この
ＵＦ膜またはＭＦ膜を収容する圧力容器とを有している。
【０１４８】
　また、処理装置は、捕獲部１７において捕獲された非透過水を排出する排出部と、調整
槽１１とを接続する配管が配置されていることが好ましい。この配管により、捕獲部１７
により得られた非透過水を調整槽１１へ返送することができるので、放射性セシウムを吸
着した吸着材を処理装置の外部に流出することを防止できる。
【０１４９】
　遮蔽部１８は、吸着装置１０及び捕獲部１７を取り囲む。遮蔽部１８は、例えばコンク
リートであり、内部から外部へ放射性セシウムが漏れ出ないように構成されている。より
具体的には、遮蔽部１８により、放射性セシウムが濃縮された吸着装置１０及び捕獲部１
７から放出される放射線を遮断するとともに、万が一、放射性セシウムを含有する濃縮水
が流出した場合でも、処理装置の外部に放射線が漏れ出ることを防止する。
【０１５０】
　処理水槽１９は、捕獲部１７と接続され、捕獲部１７で吸着材が除去された処理水を収
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容する。処理水槽１９に収容された処理水は、放射性セシウムが低減されているが、塩分
を有している。
【０１５１】
　固化装置２０は、処理水槽１９と接続され、塩分が低減された処理水Ｇと、塩分Ｈとに
分離する。固化装置２０は、例えば蒸発装置である。得られた処理水Ｇは、透過水Ｆと同
様に、飛灰Ｃの洗浄として、固液分離装置８に供給してもよく、水Ｄとして利用してもよ
い。
【０１５２】
　続いて、本実施の形態における飛灰の処理方法について説明する。本実施の形態におけ
る飛灰の洗浄方法及び処理方法は、図８に示す飛灰の処理装置を用いて行う。
【０１５３】
　まず、放射性セシウムを含有する飛灰Ｃと、水Ｄとを混合槽７に供給し、混合槽７にお
いて飛灰Ｃと水Ｄとを混合してスラリーを形成する。この工程では、飛灰Ｃ中の放射性セ
シウムを水Ｄに溶解する。
【０１５４】
　次に、固液分離装置８において、スラリーを固液分離して、分離水を形成する。この工
程では、フィルタープレスまたはベルトプレスを用いて、スラリーを固液分離することが
好ましい。この工程により、固形分としての洗浄された飛灰（洗浄飛灰Ｅ）と、液体分と
しての放射性セシウムを含む分離水とに分離される。
【０１５５】
　なお、スラリーを形成する工程と分離水を形成する工程との間に、分級工程、脱水工程
などの他の工程を実施してもよい。
【０１５６】
　以上の工程を実施することにより、飛灰Ｃ中の放射性セシウムを低減することができる
ので、飛灰Ｃを洗浄することができる。
【０１５７】
　次に、固液分離により得られた放射性セシウムを含有する分離水を、調整槽１１に移送
する。
【０１５８】
　次に、調整槽１１に貯留された分離水を沈殿槽１２に移送して、分離水中に固形分が含
まれている場合には、分離水中の固形物を凝集沈殿する。
【０１５９】
　次に、沈殿槽１２で沈殿処理された分離水を除濁装置１３でろ過する。このろ過により
、沈殿槽１２で取り除かれなかった分離水中の固形物質等の粗い不純物を除去することが
できる。
【０１６０】
　なお、沈殿槽１２及び除濁装置１３は省略されてもよい。この場合には、固液分離装置
８で得られた分離水をそのまま加圧部１４を介してＲＯ膜装置１５に供給する。
【０１６１】
　次に、除濁装置１３で粗い不純物が除去された分離水を加圧部１４で加圧する。分離水
に加える圧力は特に限定されないが、ＲＯ膜装置１５で放射性セシウムを除去した透過水
Ｆを得るために必要な圧力を加える。
【０１６２】
　次に、加圧部１４で加圧した分離水を、ＲＯ膜装置１５に供給して、ＲＯ膜を用いたＲ
Ｏ膜処理により透過水Ｆと濃縮水とに分離する。この工程により、放射性セシウムが除去
された透過水Ｆと、飛灰Ｃに含有されていた放射性セシウムが残留する濃縮水とを生成す
る。
【０１６３】
　なお、加圧部１４及びＲＯ膜装置１５は、１段であってもよく、複数段であってもよい
。２段の場合には、１段目の加圧部１４で加圧された分離水を１段目のＲＯ膜装置１５で
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ろ過処理し、得られる透過水を２段目の加圧部で加圧し、加圧された透過水を２段目のＲ
Ｏ膜装置でろ過処理し、２段目のＲＯ膜装置を透過した水を透過水Ｆとすることが好まし
い。
【０１６４】
　透過水Ｆは処理装置の外部に放流してもよいが、処理装置で発生する水を処理装置内に
循環させるクローズドシステムを採用することが好ましい。クローズドシステムでは、固
液分離装置８がフィルタープレスまたはベルトプレスの場合、透過水Ｆを、洗浄液として
フィルタープレスまたはベルトプレスに供給してもよく、水Ｄとして利用してもよい。
【０１６５】
　次に、ＲＯ膜装置１５で形成された濃縮水を、吸着装置１０に供給して、濃縮水中の放
射性セシウムを吸着材に吸着する。つまり、放射性セシウムを含有する濃縮水を、図１に
示す３個以上の吸着塔が直列に配置された吸着装置１０に供給して、吸着塔内に収容され
た吸着材に放射性セシウムを吸着させる。この工程により、飛灰Ｃに含有されていた放射
性セシウムを吸着材に吸着させることができる。
【０１６６】
　この工程において、実施の形態１～６のいずれかの吸着塔の交換方法を適用する。
　具体的には、実施の形態１の吸着塔の交換方法を適用する場合には、ｎ（ｎは２以上の
整数）個の吸着塔を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含
有する放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、１番目の吸着
塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それ
ぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換
して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ新しい吸着塔をｎ番目
となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水す
る工程とを実施する。
　実施の形態２の吸着塔の交換方法を適用する場合には、ｎ（ｎは３以上の整数）個の吸
着塔を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性
セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、１番目の吸着塔における放
射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線
量率の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２
≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１）番目とし、かつ新しい吸着塔を（ｎ－１）番目
となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水す
る工程とを実施する。
　実施の形態３の吸着塔の交換方法を適用する場合には、２つの吸着塔を上流側から順に
直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を吸着塔に順に通水す
る工程と、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側及び出口側の表面の放
射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着
塔を新しい吸着塔に交換して、新しい吸着塔を１番目となるように直列に配置して、放射
性セシウム含有水を吸着塔に順に通水する工程とを実施する。
　実施の形態４の吸着塔の交換方法を適用する場合には、ｎ（ｎは２以上の整数）個の吸
着塔を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性
セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、１番目の吸着塔における放
射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側
との表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、
１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ）番目の吸着塔を（ｋ－１）
番目とし、かつ新しい吸着塔をｎ番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含有
水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程とを実施する。
　実施の形態５の吸着塔の交換方法を適用する場合には、ｎ（ｎは３以上の整数）個の吸
着塔を上流側から順に１～ｎ番目まで直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性
セシウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程と、１番目の吸着塔における放
射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の入口側
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の表面の放射線量率を測定し、それぞれの放射線量率の経時変化が一定となった時に、１
番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、ｋ（２≦ｋ≦ｎ－１）番目の吸着塔を（ｋ－１
）番目とし、かつ新しい吸着塔を（ｎ－１）番目になるように直列に配置して、放射性セ
シウム含有水を１～ｎ番目の吸着塔に順に通水する工程とを実施する。
　実施の形態６における吸着塔の交換方法を適用する場合には、２つの吸着塔を上流側か
ら順に直列に配置して、放射性セシウムを含有する放射性セシウム含有水を吸着塔に順に
通水する工程と、１番目の吸着塔における放射性セシウム含有水の出口側と、２番目の吸
着塔における放射性セシウム含有水の入口側との表面の放射線量率を測定し、それぞれの
放射線量率の経時変化が一定となった時に、１番目の吸着塔を新しい吸着塔に交換して、
新しい吸着塔を１番目となるように直列に配置して、放射性セシウム含有水を吸着塔に順
に通水する工程とを実施する。
【０１６７】
　なお、この工程において交換される１番目の吸着塔（図１及び図７における吸着塔１０
－１）は、吸着材に吸着された放射性セシウムの量に応じて、所定の廃棄物処理（予め想
定していた最終処分）が行われる。
【０１６８】
　次に、吸着装置１０から漏出した紺青などの吸着材を捕獲する。この工程では、紺青な
どの吸着材は、粒子径が小さい微粉あるいは粒子となって吸着装置１０から漏出する場合
があるが、放射性セシウムを吸着した吸着材が吸着装置１０から漏出された場合には、捕
獲部１７で吸着材を捕獲する。捕獲部１７で捕獲された放射性セシウムを吸着した吸着材
は、所定の廃棄物処理が行われる。
【０１６９】
　この捕獲する工程では、捕獲部１７としてＵＦ膜装置及びＭＦ膜装置の少なくともいず
れか一方を用いて吸着材を捕獲することが好ましい。この場合、ＵＦ膜及びＭＦ膜は、例
えばクロスフロー方式で使用される。
【０１７０】
　この工程において捕獲部１７としてＵＦ膜装置及びＭＦ膜装置の少なくともいずれか一
方を用いる場合、ＵＦ膜及びＭＦ膜は、耐圧付近まで使用し、使用後のＵＦ膜及びＭＦ膜
は再生（洗浄）せずに、焼却処理、産業廃棄物処理、中間貯蔵施設への受入れ等によって
処分をすることが好ましい。
【０１７１】
　捕獲部１７で捕獲された非透過水は、調整槽１１へ返送することが好ましい。これによ
り、放射性セシウムを吸着した吸着材を処理装置の外部に流出することを防止できる。
【０１７２】
　上記吸着材に吸着する工程及び吸着材を捕獲する工程は、放射線を内部に遮蔽する遮蔽
部１８内で実施する。これにより、上記工程の実施中に、外部へ放射性セシウムが漏れる
ことを抑制できる。
【０１７３】
　以上の工程を実施することにより、飛灰Ｃに含有されていた放射性セシウムを洗浄して
得られる濃縮水（放射性セシウム含有水）を処理することができる。
【０１７４】
　次に、捕獲部１７で吸着材が除去された処理水を処理水槽１９に収容する。処理水槽１
９に収容された処理水は、放射性セシウムが低減されているが、塩分を有している。
【０１７５】
　次に、処理水中の塩分を蒸発装置などの固化装置２０で分離する。これにより、塩分が
低減された処理水Ｇと、塩分Ｈとを生成することができる。なお、処理水Ｇを、固液分離
装置８に供給してもよく、水Ｄとして利用してもよい。
【０１７６】
　以上説明したように、本実施の形態における放射性セシウム含有水の処理方法は、放射
性セシウムを含有する飛灰Ｃと水Ｄとを混合して、スラリーを形成する工程と、このスラ
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リーを固液分離して、分離水を形成する工程と、この分離水をＲＯ膜装置１５に供給して
、ＲＯ膜処理により透過水Ｆ及び濃縮水を生成する工程と、この濃縮水を放射性セシウム
含有水として、直列に配置された複数の吸着塔に通水して、放射性セシウムを吸着材に吸
着する工程とを備え、実施の形態１～６の少なくともいずれかの吸着塔の交換方法により
吸着塔を交換することを特徴とする。
【０１７７】
　本実施の形態における放射性セシウム含有水の処理方法によれば、放射性セシウム含有
水として、飛灰Ｃに付着していた放射性セシウムを洗浄した水を処理する際においても、
吸着塔に収容された吸着材を有効に使用できる。このように、実施の形態１～６の吸着塔
の交換方法は、放射性セシウムを含有する飛灰の処理方法にも適用することができる。
【０１７８】
　なお、本実施の形態では、加圧部１４及びＲＯ膜装置１５は、吸着装置１０の前段に配
置されているが、捕獲部１７の後段に配置されていてもよい（図示せず）。この場合、捕
獲部１７で吸着材を捕獲する工程を実施した後に、加圧部１４で処理水を加圧する工程を
実施し、その後に、ＲＯ膜装置１５において、ＲＯ膜を用いたＲＯ膜処理により透過水と
濃縮水とに分離する。なお、ＲＯ膜装置１５から排出される濃縮水は、例えば塩化ナトリ
ウム、塩化カリウム、塩化カルシウムなどが濃縮された水である。この工程順の場合、加
圧部１４及びＲＯ膜装置１５は放射性セシウムに汚染されないため、汚染機器を低減する
ことができる。
【０１７９】
　ここで、本実施の形態では、放射性セシウム含有水として、飛灰Ｃを洗浄した濃縮水を
例に挙げて説明したが、本発明の放射性セシウム含有水の吸着塔の交換方法で適用可能な
放射性セシウム含有水は、飛灰Ｃの洗浄水に特に限定されない。本発明の放射性セシウム
含有水として、例えば、ごみ処理場、ごみ埋立地等から発生する放射性セシウムを含有す
る浸出水や、放射性セシウムを含有する土壌の処理によって得られる排水などを用いるこ
とができる。この場合、図９に示すように、調整槽１１を受け槽として用い、調整槽１１
に浸出水が供給される。また、透過水Ｆは、調整槽１１に返送されてもよい。
【０１８０】
　以上のように本発明の実施の形態について説明を行なったが、各実施の形態の特徴を適
宜組み合わせることも当初から予定している。また、今回開示された実施の形態はすべて
の点で例示であって制限的なものではないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記
した実施の形態ではなくて特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味
及び範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される
【符号の説明】
【０１８１】
　７　混合槽、８　固液分離装置、１０　吸着装置、１０－１～１０－５，１０１　吸着
塔、１１　調整槽、１２　沈殿槽、１３　除濁装置、１４　加圧部、１５　ＲＯ膜装置、
１７　捕獲部、１８　遮蔽部、１９　処理水槽、２０　固化装置、１０２　γ線放射単位
体、１０３　γ線検出部、１０３ａ　検出位置、１０４　γ線減衰用材料、Ａ　放射性セ
シウム含有水、Ｂ　処理水、Ｃ　飛灰、Ｄ　水、Ｅ　洗浄飛灰、Ｆ　透過水、Ｇ　処理水
、Ｈ　塩分。
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